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2024年12月期 第2四半期
決算説明資料
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株式会社エル・ティー・エス代表、樺島弘明でございます。
ここでは、2024年12月期第2四半期の決算説明を行います。
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まずはじめに、事業の概要についてご説明します。
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LTSとは

3

Install AGILITY in your Business

デジタル時代のベストパートナー

（社会課題解決の仲間をみつけ）

創業期から成熟期まで
全ステージを支援

（各ステージで生じる成⾧痛は）

戦略から実行まで
あらゆる課題を解決

（ソリューション提供の過程で）

クライアント自身の
変化適応力を強化

×× =
（パーパスの実現に向けて）

クライアントの
成⾧・進化にコミット

デジタル化の支援ではなく、デジタル時代の経営・事業・組織運営を支援する

LTSは「デジタル時代のベストパートナー」を目指して、事業を展開しております。

デジタル化を支援するだけではなく、変化が速く複雑な時代に即した経営、組織運営、デジ
タルテクノロジーの活用をトータルでご支援しております。

また、ひとつひとつのDXを支援しながら、お客様自身の変化適応力と内製力を向上させるた
めのサポートもしております。
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事業構成
• 日本企業のデジタル競争力を引き上げるため、「プロフェッショナルサービス事業」と「プラッ

トフォーム事業」を両輪として、企業のビジネスアジリティの獲得・強化を支援

85%

15%

（FY2023売上高）

12,242百万円
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LTSグループ

ビジネスアジリティの獲得・強化

• 大企業向けサービス中心
• クライアントとの協創を推進
• 外部リソースDBとしてLINKを活用（シナジー）

• 中小ベンチャー企業、IT企業、フリーランス向けサービス
• プラットフォーム内での会員間協働・協創を促進
• LTSのプロジェクト体制づくりを支援（シナジー）

一社一社の変革やDXを支援 IT業界全体の協働促進基盤を提供

プロフェッショナルサービス事業 プラットフォーム事業

LTS LTS LINK

企業/人材DB

LTSは2つの事業を手掛けております。

プロフェッショナルサービス事業では、一社一社の変革やDXを支援しており、お客様は大手
企業となっております。

加えて、IT業界全体の協働促進基盤を提供するプラットフォーム事業も手掛けております。
こちらは、中小ベンチャー企業やIT企業、フリーランスの方たちにご利用いただいておりま
す。

この2つの事業を両輪として、日本企業のデジタル競争力を引き上げるべく、日々サービスを
磨いております。

4



Open Copyright ©2024 LTS Inc. All rights reserved.

サービス構成
• LTSは企業の協創のパートナーとして、“すべての企業ステージ×すべての成⾧フェーズ”を通じて、

“一気通貫×領域横断”で、ビジネスアジリティ獲得・強化を支援

5

• リサーチ/M&A支援
• 戦略策定
• 事業創造/事業再生
• データアナリティクス

• アーキテクチャデザイン
• ビジネスコンサルティング
• 人的資本コンサルティング
• ITコンサルティング

• プロフェッショナル派遣
• マッチングプラットフォーム
• SaaSプラットフォーム
• 経営者コミュニティ

Strategy & Innovation Architecture & Digital Platform & Network

“非連続的成⾧”のデザイン “デジタルビジネス”の構築 “協働のコミュニティ”の運営

Social & Public

“豊かな社会”の形成基盤の創出

• CSR/SDGs推進
• 官民連携/地方創生
• 行政経営
• 社会的起業家育成

“ビジネスアジリティ”の強化

“変化創出組織”への進化 “変化適応力”の強化 “変革人財”の育成・輩出

サービス構成についてご説明します。

LTSは、ビジネス・IT・人的資本コンサルティングサービスを提供することからスタートしま
した。

そしてこの10年の中で、事業戦略の策定や実行支援、M&Aやデータアナリティクスの領域を
ご支援するようになりました。
最近では、行政や地方企業を対象とした地方創生やSDGs推進もご支援しております。

子会社であるLTSリンクは、主に協働コミュニティの運営を手掛けております。
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続きまして、2024年度の上期業績についてご説明します。
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2024年12月期 上期 総括

FY2024
経営方針

• 売上高16,500百万円、営業利益1,250百万円
• コンサルタント・エンジニア一体でのサービス提供体制の強化

FY2024 上期連結業績

売上高

8,020
（YoY +45.6%）

売上総利益

2,814
（YoY +45.2%）

営業利益

414
（YoY +4.7%）

経常利益

433
（YoY ▲6.3%）

（単位：百万円） • 2Q：案件閑散期と新卒社員受入期の影響により、
営業利益は1Q比で大幅に低下するも56百万を確保

• 上期：期初想定をやや上回って着地（売上高・営
業利益は、半期単位で過去最高を更新）

• 下期：新卒社員の稼働率確保が継続課題ではある
が、期初見通しを維持

人財

• 上半期を通じて、キャリア採用の
45%がマネージャクラス

• プロジェクトマネジメントおよびビ
ジネスアナリシス領域における専門
資格取得を推進し、合計46名が新
規に資格取得

積極採用は継続しつつ、
育成・定着に力点を移行

顧客

• 重点顧客30社を対象にアカウント
営業を強化し、新規案件の受注およ
び単価改定が加速

• マーケティング活動やトップセール
スの結果、株式会社デジタルガレー
ジなど新規取引先も増加

アカウント営業を中心と
する営業推進体制を構築

サービス

• 生成AIを最大限に活用する
「Copilot for Microsoft 365による
変革支援」を開始

• NEDOによるGENIAC（生成AI開発
力強化PJT）に、東京大学・松尾研
の開発チームの一員として参画

生成AIやGXなど、“旬”
なサービスを強化・推進

グループ経営

• HCSはのれん償却費を上回る利益貢
献を開始

• HCSの不動産管理事業を譲渡し、保
有不動産の一部整理に着手

• グループ一体の協働の場として、赤
坂オフィスの15階を増床

FY2023にM&AしたHCS
のガバナンス体制を変更
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2024年は2つの方針を掲げております。ひとつ目は売上高165億円、営業利益12億5千万円を達成する
こと、ふたつ目はコンサルタント・エンジニア一体でのサービス提供体制の強化です。

上期の業績は、売上高80億2千万円、前年同期比で45.6％増、売上総利益は28億1千4百万円、前年同
期比で45.2％増、営業利益は4億1千4百万円、前年同期比で4.7%増、経常利益は4億3千3百万円、前年
同期比で－6.3%となりました。

第2四半期の4月から6月は案件閑散期であることと、93名の新卒社員を受け入れた影響で、営業利益
は前四半期の第1四半期と比べると大幅に低下しておりますが、5千6百万円を確保しております。

2024年上期は、期初想定をやや上回って着地しております。予算は下期偏重で組んでおり、売上高と
営業利益は半期単位で過去最高を更新しました。
2024年下期は、4月に入社した93名の新卒社員の稼働率確保が課題ではあるものの、稼働率をしっか
りと管理していくことで、期初見通しを維持できると考えております。

まず「人財」については、積極採用を継続しつつ、育成・定着に力点を置いております。上半期を通
じて、キャリア採用の45％はマネージャー層を獲得できております。

次いで「顧客」については、アカウント営業を強化し、新規案件の受注や単価改定、コンサルタント
とエンジニア一体でのサービス提供機会の発掘を加速できております。

次いで「サービス」については、生成AIやGXなど、旬なサービスを強化、推進できております。具体
的にはCopilotの取り組みを進めており、NEDO関連の活動では東京大学・松尾研の開発チームの一員
として参画しております。

最後に「グループ経営」は、昨年度グループ加入したHCSがのれん償却費を上回る利益貢献を開始し
ており、不動産管理事業の譲渡や保有不動産の一部整理にも着手しています。赤坂の本社オフィスを
増床し、グループ一体でのコラボレーションができるワークスペースを確保しています。
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2024年12月期 上期 連結損益計算書
• 季節変動要素（案件閑散期・新卒社員の大量入社）を受け、2Q業績は各主要指標で1Qより後退
• 上期業績は、売上高・営業利益共に過去最高の半期業績を更新し、期初計画をやや上回って着地
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（単位：百万円）

売上高

EBITDAマージン

売上総利益率

販管費

EBITDA※

売上総利益

営業利益

営業利益率

経常利益

税前当期純利益
親会社株主に帰属する
当期純利益

8,020

FY2024
上期実績

2,814
35.1%

2,399
539
6.7%

414
5.2%

433
433
358

FY2023 上期（YoY）
実績

5,506

1,938

35.2%

1,542

444

8.1%

395

7.2%

462

462

316

増減率

45.6%

45.2%

▲0.1pt

55.6%

21.5%

▲1.3pt

4.7%

▲2.0pt

▲6.3%

▲6.3%

13.1%

FY2024 1Q（QoQ）
実績

4,066

1,444

35.5%

1,086

415

10.2%

358

8.8%

377

377

311

増減率

▲2.8%

▲5.2%

▲0.9pt

20.8%

▲70.2%

▲7.1pt

▲84.3%

▲7.4pt

▲85.1%

▲85.1%

▲84.9%

16,500

FY2024
通期計画

6,400
38.8%

5,150
1,493

9.0%

1,250
7.6%

1,150
1,150

690

48.6%

期初計画比
進捗率

44.0%

-

46.6%

36.2%

-

33.1%

-

37.7%

37.7%

52.0%

3,954

FY2024
2Q実績

1,369
34.6%

1,313
123
3.1%

56
1.4%

56
56
47

上期の連結損益計算書についてはこちらに記載のとおりです。

LTSの業績には季節変動要素があります。
4月～6月は案件閑散期であり、新卒社員が大量に入社するため、第1四半期よりも第2四半期
の方が業績は後退します。
しかし、上期の業績として見ると、売上高・営業利益ともに過去最高を更新し、期初計画を
やや上回って着地しました。
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2024年12月期 上期 連結貸借対照表
• FY2023下期に、HCSのM&A関連費用および運転資金として、46億円の⾧期借り入れを実施
• 営業CFを確保し資産整理を進めながら返済を進める方針（増資の予定はなし ）

（単位：百万円）

流動資産

未払法人税等

固定資産

総資産

流動負債

現預金等

固定負債

株主資本

純資産

6,563

FY2024
上期実績

4,010
5,363

11,927
3,483

76
4,559
3,778
3,885

FY2023 上期（YoY）
増減額

+1,698

+2,156

+4,394

+6,092

+1,635

▲77

+4,167

+239

+290

FY2024 1Q（QoQ）
実績

6,172

3,514

5,292

11,464

3,327

128

4,315

3,729

3,822

増減額

+391

+496

+71

+462

+156

▲52

+243

+48

+62

実績

4,865

1,853

969

5,834

1,847

153

392

3,539

3,594

自己資本比率 31.8% ▲28.9pt 32.6% ▲0.8pt60.7%

流動比率 188.4%

固定比率 141.6%

有利子負債比率 139.6%

参考指標

9

上期の連結貸借対照表はこちらに記載のとおりです。

昨年度、HCSのM&A関連費用として、46億円の⾧期借入を実施しております。増資をするこ
となく営業キャッシュフローを確保し、保有する不動産や株式等の整理を進めながら、返済
を進めていく方針です。

現在、財務状態は健全な状態であると思っておりますが、さらに良好な状態を目指して必要
なアクションを進めております。
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連結売上高 四半期推移（第2四半期）
• 社員の稼働率維持と協力会社活用のバランスに課題はあるものの、期初見通しを上回って着地
• 季節変動要素（案件閑散期・新卒社員の大量入社）を受け、1Q対比では微減

860 770 
883 

1,276 1,373 1,302 
1,410 1,468 

1,742 1,732 
1,849 

2,050 

2,385 
2,263 

2,366 

2,622 
2,820 2,686 2,725 

4,010 4,066 3,954 

0 0 
0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4(百万円)

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

コンサル充実期 エンジニア体制拡充期①（PMI） 一体サービス期エンジニア体制拡充期②（個社成⾧追求）

『中期経営計画 2021-2024』

YoY
四半期売上高

+47.2%

1,268百万円

YoY
半期売上高

+45.6%

2,513百万円
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連結売上高の四半期推移についてご説明します。

売上高は39億5千4百万円、前年同四半期比47.2％増と大きく伸ばすことができました。
社員の稼働率に課題はあるものの、協力会社を活用する案件もあったことから、売り上げの
見通しは期初予想を上回って着地しております。

繰り返しになりますが、第2四半期は1年で最も案件が少なく、大量に新卒社員が入社するこ
とでコストが大きく増加します。そのような理由があり、第1四半期と比較すると売上高は微
減して着地しております。

10
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連結営業利益 四半期推移（第2四半期）
• 一部事業部門・子会社での稼働率低下により、期初想定を下回って着地（稼働率は6月に回復）
• 新卒社員93名（FY23：81名）の受け入れ関連費用を吸収しきれず

116 

21 
71 

98 

160 

95 132 

90 

172 

102 

170 
155 

265 

86 
75 74 

306 

88 
149 

171 

358 

56 

0 0 
0

50

100

150

200

250

300

350

400

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

(104)

(140)

(117)

(199)

(288)

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

(百万円)

コンサル充実期 エンジニア体制拡充期①（積極投資開始） 一体サービス期エンジニア体制拡充期②（成⾧投資強化）

企業結合に係る取得関連費用分【凡例】
『中期経営計画 2021-2024』

YoY
四半期営業利益

▲36.8%

▲32百万円

YoY
半期営業利益

+4.7%

18百万円
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連結営業利益の四半期推移についてご説明いたします。

第2四半期は5千6百万円、前年同四半期比－36.8%で着地しました。

4月から5月の2ケ月間については、短期間の案件を手掛ける戦略コンサルティングチームの稼
働率が低下し、子会社のうち一社の稼働率が想定を下回りました。しかし、6月以降は順調に
稼働率を回復しております。

また、4月に新卒が93名入社したことで費用が増えたこともあり、結果として5千6百万円に留
まって着地しております。

11
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プロフェッショナルサービス事業 四半期業績推移

●市場動向
• 業務改革推進案件の需要は、引き続き堅調
• 特に、生成AIや気候テック・GX関連の引き合い旺盛
• DXの効果検証と取組点検が増加

●収益状況（単価）
• プロジェクト型案件だけでなく、ストック型案件につ

いても単価上昇が継続

●収益状況（稼働率）
• DXコンサルは、稼働率を回復
• 一部の事業部門・子会社において、 4-5月にアベイラ

ブル社員が想定以上に発生し、稼働率低下

YoY

売上高

+46.1%

1,112百万円

YoY

営業利益

▲50.3%

▲41百万円

ハイライト

• 主力のDXコンサル（中単価帯×中⾧期）は、単価・稼働率ともに堅調
• 後続フェーズのエンジニアの稼働率を安定させるため、大型案件の受注とPM人財採用が課題

1,681 1,677 
1,782 

1,983 
2,089 

1,989 2,072 

2,329 
2,519 

2,411 2,399 

3,649 3,700 
3,524 

157 92 156 143 
243 

75 86 78 
298 

83 121 149 
340 

41 
0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000
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（266）
（171）

2021年 2022年 2023年 2024年

(百万円)

エンジニア体制拡充期① エンジニア体制拡充期② 一体サービス期

営業利益 企業結合に係る取得関連費用分【凡例】 売上高

※ 売上高には内部売上高を含む 12

事業セグメントごとの四半期業績推移についてご説明します。

プロフェッショナルサービス事業の主力サービスであるDXコンサルティングは、単価・稼働
率ともに堅調に推移しております。

11ページでお伝えしたとおり、戦略コンサルティングチームの稼働率は回復しております。
今後はエンジニアの稼働率を安定させるべく、既存顧客からの大型案件受注と、大型案件を
遂行するPM人財の確保が課題となっています。

外部環境としては、お客様からの引き合いは順調に多数いただいております。

12
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プラットフォーム事業 四半期業績推移
• 主力のプロフェッショナルハブは、ビジネス規模を拡大中
• マッチング精度向上による収益安定化に向け、営業生産性（アドバイザリ品質）の向上が課題

73 71 
90 88 

397 389 
411 

432 
464 469 

534 
498 

484 

568 

14 9 14 11 21 10 
-11 -4 8 5 

28 22 
17 14 

(100)
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Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

営業利益

2021年 2022年 2023年 2024年

(百万円)

収益認識基準変更前 収益認識基準変更後（グロスで売上計上）

【凡例】 売上高

※ 売上高には内部売上高を含む

●市場動向
• IT関連事業者の営業活動は活発

●コミュニティ資産
• アサインナビの会員数は引き続き増加中

• 法人：累計5,233社（QoQ +140社）
• 個人：累計8,619名（QoQ +154名）

●収益状況（稼働規模）
• プロフェッショナルハブの稼働人員はやや増加

• 稼働人数：360人（QoQ +46名）
• エージェントフィー：基本的には定額

●収益状況（その他）
• 新たなSaaSビジネス（AXLGEARの導入コンサル、環

境構築、サブスク）の収益貢献開始は下期の見込
• 一定量の内部取引を通じて、LTS・プロフェッショナ

ル事業の体制づくりに貢献

YoY

売上高

+21.0%

98百万円

YoY

営業利益

+157.9%

9百万円

ハイライト

13

つづきまして、プラットフォーム事業の四半期業績推移についてご説明します。

主力のプロフェッショナルハブは、規模を拡大しております。課題であるマッチングの精度
と、営業の生産性を上げる取り組みを進めることで、トップラインのみならず収益性の拡大
と安定化を果たしていきます。

13
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連結営業利益増減要因
• HCSのM&Aの影響（販管人件費・のれん償却費・監査報酬など）により、昨対で販管費は増加
• 上期を通じて発生した稼働率低下により、人件費（販管費）が増加し、営業利益を押し下げ

200

FY2023 上期
営業利益

売上総利益
人件費

（販管費）

広告宣伝費採用費

地代家賃 その他

FY2024 上期
営業利益

600

800

1,000

のれん
償却費

1,200

1,400

（百万円）

0

400

395

876

257

増加要素 減少要素【凡例】

販管費

●売上総利益
• コンサルティングサービスに比べると相対的には低収

益モデルとなるエンジニアリング領域を拡大しつつも、
売上総利益率は35%以上を維持

• 利益率の向上が下期以降の課題

●人件費（販管費）
• M&AによりHCS分人件費が増加（332百万円）
• 昨対12名増の新卒新入社員の受け入れ費用が増加
• 人材と案件のミスマッチが発生し稼働率が低下

●投資系販管費（採用・共育研修・広告宣伝・地代家賃）
• 戦略投資はやや増加
• 赤坂オフィス15階増床の影響で、地代家賃は増加

●費用系販管費（のれん・その他）
• HCSのM&Aによりのれん償却費は増加、連結範囲の拡

大により監査報酬も増加
• 各種サービス利用料や減価償却費も増加

YoY

売上総利益

+45.2%

876万円

YoY

営業利益

+4.7%

18百万円

ハイライト

34114

414

24

502

25

教育研修費

14

連結営業利益増減要因はこちらに記載のとおりです。

HCSがグループ加入したため、販管費（人件費）やのれん償却費、監査報酬等が昨対比で大
幅に増加しております。

加えて、プロフェッショナルサービス事業の一部で稼働率が低下したこともあり、販管費側
の人件費がやや増加した結果、上期の営業利益は4億1千4百万円の着地となりました。

繰り返しになりますが、お客様からの引き合いは旺盛にいただいており、我々としてはこの
傾向は続くと考えております。我々自身の取り組みを進めて、良い形で下期の業績を作って
いきたいと考えております。

14
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1. 事業概要

2. FY2024 上期業績

3. FY2024 上期取組

4. FY2024 下期展望

5. 資本政策

6. 参考資料

目次

15

- INDEX -

続いて、2024年度の上期取り組みについてご説明します。

15
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2024年12月期 上期の取り組み

16

• 「当期業績の向上」と「将来成⾧の準備」を並行しながら、着実にオーガニック成⾧を継続
• 「過去のM&AのPMI」と「今後のM&Aの準備」を並行しながら、グループの成⾧を加速

オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
な
成
長

M＆Aを
活用した成⾧

人材

現中期経営計画期間（2021-2024）

当期業績への貢献 将来成⾧への貢献

次期中期経営計画期間
（2025年～未定）

顧客

サービス

グループ
経営

• PM採用 「
デ
ジ
タ
ル
時
代
の
ベ
ス
ト
パ
ー
ト
ナ
ー
」

プロフェッショナル人材
体制増強

End to Endでの
総合変革サービス力強化

ビジネスアジリティの
主導企業としてのブランド

PMIとコーポレート機能のシェアードサービスセンター化

マネージャクラスの採用

稼働率管理

ナレッジ整備と専門性強化

アカウントマネジメント強化

コンサルティングとエンジニアリングの一体サービス

単価向上

コスト構造見直し 事業管理高度化

顧客価値向上

生産性向上

収益性向上

海外事業の基盤構築

多事業・多国籍で構成される
グループ経営基盤整備

クライアントとの
パートナーシップ深化

2024年は、当期の業績を確実に達成することと、将来に向けた準備を進めること、このふた
つを並行していく1年と位置付けております。

「デジタル時代のベストパートナー」になるべく、LTSは総合力を磨いている最中です。
“総合力”とは、様々な専門チームを作っていくこと、それぞれのチームが専門性を磨いてい
くこと、そして複数の専門チームが一体となってお客様にサービスを展開していくことを意
味しています。

まず、オーガニックな成⾧に関する取り組みについてお伝えします。

「人材」の取り組みとして、ナレッジの整備と専門性の強化を順調に進められております。
人材は積極採用しつつも、マネージャークラスを重視した採用に舵を切っております。
また、お客様にサービス提供をするフロントメンバーは900名を超えたため、これまで以上に
適切なアサインや稼働率管理を行っております。

次いで「顧客」と「サービス」の取り組みについては、アカウントマネジメントの強化をは
かりながら、重要となるコンサルティングとエンジニアリングの一体サービスの提供、エン
ジニア単価の向上につなげております。

最後に「グループ経営」の取り組みについては、コスト構造を見直して事業管理を高度化し
ている最中です。

M&Aを活用した成⾧に関する取り組みについては、PMIとコーポレート機能のシェアード
サービスセンター化を進めております。

16
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取り組み実績と今後の方向性

17

• 上期を通じて、単価向上は計画通り進捗したが、稼働率は期初想定を下回る
• マネージャ採用が進捗し、コンサル・エンジニアの一体プロジェクトの受注体制強化は前進

人材

顧客

サービス

グループ
経営

今後の方向性

• コンサルタント・エンジニア採用の内、PM層が45%に増加
• キャリア開発の中核となる専門領域（PM・BA）の資格取得プログラ

ムを推進し、46名が新規に資格取得
• 過去最大規模で新卒社員を受け入れ→稼働率維持・有償化が課題
• 人事制度刷新プロジェクトを始動

上半期実績

• マーケティング&セールス部を新設し、重点顧客向けのアカウントマ
ネジメントとCxO層向けの法人営業を開始

• 24社との新規取引開始（単体）
• コンサルタント・エンジニア共に、単価の引き上げは順調
• 短期プロジェクトに従事するメンバーのアサイン管理は引き続き課題

• ITコンサルタントとエンジニアが一体となるDigital事業本部を新設
• グループ一体での営業・デリバリ体制の始動→E2E案件の受注増、案

件の規模感が課題
• 生成AI、GX、アジャイル開発など、“旬”のテーマ関連の受注が増加
• 地方創生案件に対する規律ある投資の継続

マ
ネ
ー
ジ
ャ

ク
ラ
ス
の
採
用

ナ
レ
ッ
ジ
整
備
と

専
門
性
強
化

稼
働
率
管
理

アカウントマネジメ
ント強化

コンサル
ティングと
エンジニア
リングの一
体サービス

単
価
向
上

PMIとコーポレート
機能のシェアード

サービスセンター化

事
業
管
理
高
度
化

コ
ス
ト
構
造
見
直

ポイント

• 人事制度改定の方向性
• マネージャ採用（PM・事業部⾧）を加速し、

社員の流出を予防する報酬制度改定
• 業績責任の担い手を拡大し、業績達成規律を

強化する評価制度改定
• キャリア開発と適材適所を両立する等級制度

• アカウントマネージャの育成（重点顧客と
の関係性強化）

• パートナーセールスの再開（大型案件を持
つ総合系ファームや大手SIerとの関係性強
化）

• 見通管理強化を通じたアサイン効率向上
• コンサルチームによるE2E案件の組成とエ

ンジニアチームのアサイン
• ジュニア層を早期有償化し育成する環境と

しての大型案件受注

• 販管費の整理と圧縮
• 業績管理体系の整理
• 非財務情報のグループ間共有
• グループコーポレート業務の統合

• 意思決定の迅速化のためHCSを中心にグループ構成・経営体制を変更
• 会社横断・部門横断での協働場所として、赤坂本社オフィスの15階を

増床（オフィス回帰の動き）
• 複雑化するコーポレート業務（M&A、組織変更、サービス多様化）の

プロセス・基盤整理と業務生産性向上が課題

エ
ン
ジ
ニ
ア
の

キ
ャ
リ
ア
開
発

仕掛中

案
件
閑
散
期
の

ア
サ
イ
ン
対
策

中
期
事
業
戦
略

の
策
定

コ
ー
ポ
レ
ー
ト

業
務
の
統
合

+

+

+

+

上半期の取り組み実績と今後の方向性についてご説明します。

この上期を通じて、単価向上は計画通り進展しました。4月から5月に一部のコンサルティン
グサービスと子会社の稼働率が落ちたものの、6月からは順調に回復しております。
マネージャー採用は進捗しており、コンサルティングとエンジニアリング一体プロジェクト
の受注体制を強化できております。

今後は、過去最大規模で受け入れた新卒社員93名の稼働率の維持、有償化が大きなテーマと
なります。上半期に採用した人材のうち45％はマネージャー層となり、さらにマネージャー
層を積極採用して定着させるために、人事制度の改定も進めております。

案件機会については、LTSには強固な顧客基盤があるため、アカウントマネジメントの活動
を推進することで、コンサルティングとエンジニアリング一体サービスを提供する機会を増
やしております。加えて、一部の専門チームにおいてはパートナーとの関係性が重要である
ため、パートナーセールスの活動を再開しております。

このような取り組みを確実に前進させることにより、今期の業績と、来期につながる組織力
の強化や顧客基盤の整理にもつながる、良い下半期になると考えております。

17
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2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年
（名）
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その他

コーポレート

営業/ビジネス

エンジニア

コンサルタント

（※1）2021年Q3より職種別社員数の集計方法を変更 （※2）よつば彩園契約社員（障がい者雇用）数含む

【人材】連結社員数 四半期推移
• 採用・M&Aにより体制強化を継続しながら、半期の離職率も3.6%で推移

YoY

コンサルタント数

+39.2%

93人

YoY

エンジニア数

+105.1%

317人

一体サービス期

『中期経営計画 2021-2024』

エンジニア体制拡充期②（個社成⾧追求）コンサル充実期 エンジニア体制拡充期①（PMI）

286 289
316 316

323
415

448 448 461

199
227 238

462
509504

523 536
(※1)

629

1,059

629
(※2)

1,061
1,114

18

ここでは、人材について補足します。

連結社員数は、1,114名となりました。
コンサルタントは前年同四半期比で93名、エンジニアは317名増加しています。
エンジニアはHCSがグループ加入したことが大きく影響しています。

離職率は低水準の3.6%で推移しております。

18
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【人材】コンサルタント・エンジニアの採用進捗

※1：2021年にグループ参画したソフテック（参画時エンジニア73名）を除いた人数（2021年：307名）での前年比較
※2：2023年にグループ参画したHCS（参画時コンサルタント37名・エンジニア356名）を除いた人数（2023年：494名）での前年比較

コンサルタント数

エンジニア数

コンサルタント・エンジニア期末人員数計画（連結）

合計

前年比

コンサルタント・エンジニア採用計画（連結）

2020年

168名

93名

261名

-

実績

2021年

195名

185名

380名

+17.6%※1

実績

2023年

275名
（HCS 37名含）

575名
（HCS 319名含）

850名
（HCS 356名含）

+20.8%※2

計画

2024年

330名

610名

940名

+10.6%

実績（2Q）

2023年

68名
（+HCS 37名）

62名
（+HCS 319名）

130名
（+HCS 356名）

計画

2024年

85名

95名

180名

実績（2Q）

2021年

39名

26名

65名

実績

2022年

196名

213名

409名

+7.6%

実績

2022年

30名

44名

74名

実績 実績

- +13.8% +75.7% +38.5%

330名

572名

902名

N/A

実績

62名

48名

110名

N/A

• 上期を通じて、コンサルタント62名、エンジニア48名が入社（進捗率：61%）
• 積極採用は継続しつつも、シニア層の限定採用に移行

19

コンサルタント・エンジニアの採用進捗についてご説明します。

上期を通じて、コンサルタントは62名、エンジニアは48名入社しました。
積極採用は継続していきますが、現在はマネージャー・シニア層に限定した採用に移行して
おります。

19
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【サービス：S&I】その他生成AI関連プロジェクト事例

20

• 多くの企業が生成AIの業務適用の可能性を探るべく、様々な取り組みを進行中

他多数

クライアント

人材派遣

銀行

金融

メーカ

メーカ

通信

大手人材派遣

支援概要

派遣労働者職務経歴データの構造化に向けたLLM※1活用

紙ドキュメントのデジタルナレッジ化に向けたLLM活用

CRM※2音声データのLLM活用に向けたデータ整備とPoC※3設計

AI-CoE※4の立ち上げ支援

LLM活用テーマ創出アイディエーション（アイデア出し）

ヘルプデスク業務へのLLM適用に向けた業務分析と実証実験

セキュリティ業務へのLLM適用に向けた業務分析と実証実験

目的

業務効率化

ナレッジ管理

業務効率化

組織強化

技術調査

業務効率化

業務効率化

※1：LLM（Large Language Models：大規模言語モデル）- 大量のデータとディープラーニング（深層学習）技術によって構築された言語モデル
※2：CRM（Customer Relationship Management：顧客関係管理）- 顧客情報や行動履歴、顧客との関係性を管理し、顧客との良好な関係を構築する考え方
※3：PoC（Proof of Concept：概念実証）- 新たなアイデアやコンセプトの実現可能性、得られる効果などを検証すること
※4：CoE（Center of Excellence：中核的研究拠点）- 組織に点在する優秀な人材や設備、ノウハウを1カ所に集約した部署や研究拠点

ここでは、サービスについて補足します。

この上半期、生成AIやGX関連のプロジェクトを多数、手がけております。

生成AIについては、モデルを作るだけではビジネスインパクトは限定的になるため、業務コ
ンサルティング・データサイエンス・AI・エンジニアリングを、トータルでご支援すること
がLTSの特徴となっております。

引き合いは多くいただいており、ひとつずつ成果につなげております。

20



Open Copyright ©2024 LTS Inc. All rights reserved.

1. 事業概要

2. FY2024 上期業績

3. FY2024 上期取組

4. FY2024 下期展望

5. 資本政策

6. 参考資料

目次

21

- INDEX -

つづきまして、2024年度の下期展望についてご説明します。

21
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2024年12月期の連結および各セグメントの見通し

22※ 各セグメントの売上高には内部売上高を含む

売上高

営業利益

12,242

717

16,500

1,250

+ 34.8%

+ 74.3%

プロフェッショナル事業 プラットフォーム事業LTSグループ全体

2023年12月期
通期実績

2024年12月期
通期見通し 前年度比

10,979

652

15,150

1,180

+ 38.0%

+ 80.8%

2023年12月期
通期実績

2024年12月期
通期見通し 前年度比

1,967

64

2,000

70

+ 1.6%

+ 8.2%

2023年12月期
通期実績

2024年12月期
通期見通し 前年度比

（百万円）

• 2023年12月期の事業進捗を踏まえて、以下のとおり通期見通しを設定
• グループ全体で、大幅な増収増益を見込む

2024年12月期の連結および各セグメントの見通しについてはこちらに記載のとおりです。

グループ全体では売上高165億円、営業利益は12億5千万円と、大幅な増収増益を見込んでお
ります。

22
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2024年12月期の連結見通し 売上高

931 1,376 1,474 1,897 1,976 2,408 
2,989 

3,790 

5,555 

7,375 

9,637 

12,242 

16,500 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

第11期

2012年

第12期

2013年

第13期

2014年

第14期

2015年

第15期

2016年

第16期

2017年

第17期

2018年

第18期

2019年

第19期

2020年

第20期

2021年

第21期

2022年

第22期

2023年

第23期

2024年

（百万円）

2017年12月
東証マザーズ上場

2020年7月
東証一部市場変更

2022年4月
東証プライム移行

CAGR
32.2%

対前年
135%

※第11期（2012年度）から第13期（2014年度）までは単体数値、第14期（2015年度）からは連結数値

• 2017年の上場以来7年間のCAGR（年平均成⾧率）は32.2%
• 2024年12月期は、昨対135%成⾧となる165億円の売上高を見込む

23

売上高は、昨対で135％の伸びとなっております。
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2024年12月期の連結見通し 営業利益

77 
160 126 103 

12 

184 
270 

307 

478 

600 

501 

717 

1,250 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

第11期

2012年

第12期

2013年

第13期

2014年

第14期

2015年

第15期

2016年

第16期

2017年

第17期

2018年

第18期

2019年

第19期

2020年

第20期

2021年

第21期

2022年

第22期

2023年

第23期

2024年

（百万円）

対前年
174%

2017年12月
東証マザーズ上場

2020年7月
東証一部市場変更

2022年4月
東証プライム移行

CAGR
25.7%

※第11期（2012年度）から第13期（2014年度）までは単体数値、第14期（2015年度）からは連結数値

• 2017年の上場以来7年間のCAGR（年平均成⾧率）は25.7%
• 2024年12月期は、昨対174%成⾧となる12.5億円の営業利益を見込む

24

営業利益は、昨対で174％の成⾧となり、2024年は大幅な増収増益を実現する1年と位置付け
ております。

24
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2024年12月期の連結 業績進捗

25

• 売上高・営業利益ともに、上期は期初想定通りに進捗
• 下期偏重の業績計画の達成に向けて、93名の新卒新入社員の有償稼働率確保が最大の課題
• 稼働率確保に向けて営業力強化とPM採用を継続しながら、早期有償化に向けて人財育成（資格取

得含む）を推進中

0% 25% 50% 75% 100%

経常利益

営業利益

売上高 16,500 百万円

1,250 百万円

1,150 百万円

8,020 百万円

414 百万円

433 百万円

進捗率

48.6 %

進捗率

33.1 %

進捗率

37.7 %

業績指標 期初見通し上期の進捗

期初見通しに対する業績進捗 参考）四半期業績推移の傾向

前年
4Q

当年
1Q

翌年
1Q

当年
2Q

当年
3Q

当年
4Q

【1Q】前年採用者
の戦力化が進むた
め、前年4Qを上回
る水準でスタート

【2Q】案件閑散期（3月決
算企業の投資活動が一時的
に減少）と新卒社員受入
（4月一括）が重なるため、
1Qを下回る（進捗率低下）

【3Q】新卒社員のアサイン
が開始され、既存社員が通
常稼働に戻り、新卒社員も
段階的に有償化が進むため、
2Qから回復（進捗率上昇）

【4Q】売上高は当期の最
高水準を更新、営業利益
は当期の業績進捗や投資
計画によってコントロー
ル（進捗率上昇）

営業利益売上高【凡例】

上期の業績の進捗についてご説明します。

もともと下期偏重の予算を組んでおりましたので、上期は期初想定通りに着地しました。

下期につきましては、4月に入社した93名の新卒社員の有償稼働率を確保することで、通期の
業績を達成していこうと考えております。

そのために営業力の強化や、マネージャー人材の確保、そしてメンバーの育成をバランスよ
く進めております。

スライド右側に参考として記載した、四半期業績推移の傾向（季節性）について補足します。

第2四半期の4月から6月は案件閑散期（3月決算企業の投資活動が一時的に減少）であり、4月
は新卒社員と中途社員あわせて多くのメンバーを受け入れるタイミングでもあるため、業績
がもっとも低い四半期となります。

第3四半期からは、第2四半期に入社した新卒社員の有償アサインがはじまり、教育担当をし
ていた既存社員は通常稼働に戻るため、業績は回復していきます。

第4四半期の売上高は当期の最高水準を更新し、翌期の第1四半期は売上高・営業利益ともに
ピークを迎えます。
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• ⾧期経営目標は、2030年に売上高500億円、営業利益率10%超（変更なし）
• 『中期経営計画（2021-2024）』で目標としていた営業利益20億円については早期に達成予定

2030年に向けた今後の成⾧

2030年2020年 2024年

【連結売上高】

2021年

M&A（小型・大型）および海外事
業展開などで、さらに成⾧加速

2022年 2023年 2025年 2029年2026年 2027年 2028年

500

400

300

200

100

（億円）

0

【連結営業利益】

50

40

30

20

10

0

（億円）

56
74

101
122

4.7
5.9

4.9
7.1

12.5

165

500

オーガニックな売上高（概算） M&Aで想定される売上高（概算） M＆Aを含む営業利益（概算）

50

コンサルタント・エンジニアの単価
向上および採用継続で着実に成⾧

『中期経営計画（2021-2024）』

【M&A成⾧】

• 過去4件の実績を踏まえ、重要
な成⾧戦略として積極展開予定

• デジタル領域や海外事業での
M&Aを想定

【オーガニック成⾧】

• YoYでの営業利益成⾧率を、重
要経営指標として設定

• 営業利益率も継続的に向上

【グループ総合成⾧】

• 2025年以降の成⾧シナリオは
現在策定中（2024年12月期決
算発表までに開示予定）

26

⾧期経営目標は、2030年に売上高500億円、営業利益率10％超を掲げており、従来から変更
を加えておりません。

2025年以降の成⾧シナリオや、数値イメージは現在策定中であり、2024年12月期決算（2025
年2月）のタイミングで開示する予定となっております。

オーガニック成⾧については、売上高成⾧率は30％を超えてきましたが、今後は営業利益率
を確実に積み上げていくかたちに力点を移しております。

M&Aについてはこれまでに4件の実績があり、業績・サービス・人材・顧客の点で成果を収
めてまいりました。
⾧期的にもM&Aは有効な打ち手として位置づけ、デジタル領域や海外領域でのM&Aを準備し
ていきたいと考えております。
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最後に、資本政策についてご説明します。
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キャピタルアロケーション
• 中⾧期的な企業価値向上に向けた資金充当先は、事業成⾧に向けた投資を優先しつつ、株主還元

との両立を目指す

• 人的資本投資（根源的成⾧ドライバである人材の採用・育成・定着）

• 業務基盤整備（生産性向上を支えるためのIT・オフィス・知財の強化）

• R&D投資（次の成⾧エンジンを開発）

• M&A投資（非連続の成⾧を実現）

• EPS（1株当たり純利益）成⾧による株価上昇

• 剰余金の配当

• 資本効率向上を意識した自社株買い

キャピタルアロケーションの前提

• 2017年の上場以来、 事業は大きく成⾧

• 売上高・営業利益は約7倍に増加

• 社員数は約6倍に増加

• 事業成⾧に伴って、財務健全性をある程度維持しな
がら手許資金が増加

• 営業利益は二桁億円が視野に入る水準に到達

• 営業CFも順調に拡大

• DebtとEquityによる調達も必要に応じて実施

• 一部の株式や不動産などの保有資産については、資
金化も含めた有効活用を検討

財務領域においても一定の規模感に到達

事業成⾧投資

株主還元

企業価値向上に向けて積極的に継続

事業成⾧とのバランスの中で最大化

28

まずはキャピタルアロケーションについてです。

2017年の上場以来、事業は大きく伸びました。現在の水準であれば事業成⾧投資と株主還元
のバランスを図れると、捉えております。
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剰余金の配当
• 中⾧期的な企業価値向上に向けて、事業成⾧投資を優先しつつも、株主還元との両立を目指し、

2024年12月期末より配当を開始予定

30.0円（普通配当）

（期末配当を予定）

1株当たり配当金

19.8％

（2024年12月期業績予想を基に算定）

配当性向

2024年12月期 配当予想株主還元に関する考え方

EPS
向上

配当
• 配当は⾧期安定的に行う普通配当が基本
• 配当性向は、20％程度が目安

自社株
買い

• 中⾧期でのEPS成⾧により、企業価値（株価）を向上させ
ていくことが、株主還元施策の中心

• 自社株買いは、成⾧投資と資本効率のバランスを取りなが
ら都度検討し、必要に応じて機動的に実施

• 過去の実績
• 2019年～2023年に不定期に実施
• 2019年～2023年の買い入れ額は約8.4億円

29

株主還元について、一番大切なことはEPS、業績を上げていくこであると考えております。
その結果、企業価値、株価を向上させていくことが、株主の皆様にとっての最善であるとも
考えております。

ただ、業績が一定の規模に到達したことから、今期末より配当を開始します。
配当性向は20％程度を目安として、一株あたり30円を普通配当として出す予定となっており
ます。
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プライム市場維持基準についての適合状況
• 2024年6月末日時点では、株価の低迷により流通株式時価総額が不適合の状態

※1：3月現時点での「流通株式時価総額」を算出するため、便宜的に2023年12月時点における「流通株式数」を使用
※2：4月～6月の3か月間の平均株価を使用

○
株主数

○
流通株式数

○
流通株式比率

-
株価

×
流通株式時価総額

1,716
人

24,656※1

単位
54.0

%

3,240
円

79.9
億円

2,700
円

66.6
億円

適合状況

2023年12月
時点評価

2024年3月
時点評価

適合基準 800
人

20,000
単位

35.0
%

- 100
億円

2024年6月
時点評価

2024年9月
時点評価

2,152
人
人

24,789
単位

56.3
%

2,220※2

円

億円円

55.0
億円

2024年12月
時点評価 億円円人 単位 %

つづいて、プライム市場維持基準に対する適合状況についてご説明します。

以前は、すべての項目において適合状態にありましたが、この1年で株価、PERが低迷し、現
在は流通株式時価総額が不適合という状態となっております。

株価は4,000円を割れている状況となっており、株主の皆様には、ご心配をおかけして大変申
し訳なく思っております。そして私自身も悔しく感じております。
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プライム市場維持基準対応のスケジュール
• 2024年12月期および2025年12月期を通じ、EPSとPERを向上させることで、プライム市場におけ

る上場維持基準※1のクリアを目指す

※1：上場基準の内、①株主数、②流通株式数、③流通株式比率は適合しており、④流通株式時価総額が不適合状態にある （経過措置終了後も当基準を満たし続ける必要がある）
※2：2023年3月31日において、2026年12月31日以後最初に到来する基準日を超える時期を終了期限とする計画を開示している会社

市場選
択期間

2023年
4月1日

2027年
6月30日

現在
▼

2025年
12月31日

2025年
3月31日

改善期間

2023年
9月29日

2026年
12月31日

監理
銘柄

【Case1-1】
上場維持

【Case2】
市場変更

4-6 7-9 10-12 4-6 7-9 10-121-3 4-6 7-9 10-121-3 4-6 7-9 10-121-3 1-3 4-6

2023 2024 2025 2026 2027

7-9 10-12

（3月決算期の企業の経過措置適用期間）

（12月決算期の企業=LTSの経過措置適用期間）

【Case1-2】
上場維持

（特例措置適用企業※2の経過措置適用期間）

【参考】株式会社東京証券取引所「上場維持基準に関する経過措置の取扱い等の概要」（2023/1）

改善期間

経
過
措
置

終
了
開
始

経
過
措
置
終
了
時
期
公
表

監理銘柄

経
過
措
置

終
了

改
善
期
間

終
了

整理
銘柄

【Case3】
上場廃止

整
理
銘
柄
指

定
期
間
終
了

ただ、私どもとしましては、EPSとPERを向上させることで、プライム市場の上場維持基準
をクリアしていくという考えを持っております。

LTSは12月期決算のため、2025年の10月から12月の3ヶ月間が、ひとつのターゲットとなり
ます。
今期ではなく、来期の10月から12月の株価水準をしっかりと適合状態に持っていけるように、
まずは業績を上げていきます。
そして、増資することなく財務状態を良好な状態にすることと、引き続きIR活動を積極的に
強化していきます。

これらを通してEPSとPERを伸ばし、プライム市場における上場維持基準をクリアしていこ
うと考えております。
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 免責事項

• 本資料は皆様の参考に資するため、株式会社エル・ティー・エス（以下、当社）の財務情報、
経営指標等の提供を目的としておりますが、内容についていかなる表明・保証を行うもので
はありません。

• 本資料に記載された内容は、現在において一般的に認識されている経済・社会等の情勢およ
び当社が合理的と判断した一定の前提に基づいて作成されておりますが、経営環境の変化等
の事由により、予告なしに変更される可能性があります。

 将来見通しに関する注意事項

• 本発表において提供される資料ならびに情報は、いわゆる「見通し情報」
（forward-lookingstatements）を含みます。これらは、現在における見込み、予測および
リスクを伴う想定に基づくものであり、実質的にこれらの記述とは異なる結果を招き得る不
確実性を含んでおります。

• それらリスクや不確実性には、一般的な業界ならびに市場の状況、金利、通貨、為替変動と
いった一般的な国内および国際的な経済状況が含まれます。

• 今後、新しい情報・将来の出来事等があった場合であっても、当社は、本発表に含まれる
「見通し情報」の更新・修正を行う義務を負うものではありません。

免責・注意事項

32

以上で、2024年12月期第2四半期の決算説明を終わります。

どうか引き続き、ご支援のほどよろしくお願いいたします。
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